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                                                          平成 19 年 6月 15 日 

各      位 

 

会 社 名  株式会社 トップカルチャー 
代表者名  代表取締役社長  清水 秀雄 
         （コード番号７６４０・東証 第 1 部） 
問合せ先  執行役員総務部長  保 科正人 
Ｔ Ｅ Ｌ  0 2 5 - 2 3 2 - 0 0 0 8  

  http://www.topculture.co.jp 

 

 

（訂正）平成 19 年 10 月期 中間決算短信の一部訂正について 

 

 

  平成 19 年 6 月 7 日に公表いたしました「平成 19年 10 月期 中間決算短信」の記載の一部に誤

りがございましたので、下記のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所は下線で表示しておりま

す。 

 

記 

【訂正箇所】（38 頁） 

４ 中間連結財務諸表  

（8）中間連結財務諸表に関する注記事項 

（1 株当たり情報） 

  （注）2 1 株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後1 株当たり中間（当期）純利益 
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（訂正前） 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成 17年 11月１日 

   至 平成 18年４月 30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成 18年 11月１日 

   至 平成 19年４月 30日）

前連結会計年度 
（自 平成 17年 11月１日 

   至 平成18年10月31日)
1株当たり中間（当期）純利益金
額 

 中間（当期）純利益 
 (千円） 324,320 375,553 572,965

 普通株主に帰属しない金額 
 (千円） 

― ― ―

 普通株式に係る中間 
 (当期）純利益（千円） 324,320 375,553 572,965

 普通株式の期中平均株式数 
 (株） 12,456,135 124,492,943 12,467,978

潜在株式調整後 1 株当たり中間
（当期）純利益金額 

 中間（当期）純利益調整額 
 (千円） 

― ― ―

 普通株式増加数（株） 47,330 39,952 45,115

(うち新株予約権(株)) (47,330) (39,952) (45,115)

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

平成 12 年 1月 18 日定時株
主総会決議ストックオプシ
ョン（自己株式譲渡方式）普
通株式 30,000株 
及び平成 18 年 1月 26 日定
時株主総会決議ストックオ
プション（新株予約権方式）
普通株式 100,000 株 

平成 12 年 1月 18 日定時株
主総会決議ストックオプシ
ョン（自己株式譲渡方式）普
通株式 30,000株、 
平成 18 年 1月 26 日定時株
主総会決議ストックオプシ
ョン（新株予約権方式）普通
株式 94,200株、  
平成 19 年 3月 20 日取締役
会決議ストックオプション
(新株予約権方式)普通株式
30,000株、 
平成 19 年 3月 20 日取締役
会決議ストックオプション
(新株予約権方式)普通株式
69,300株 

平成 12 年 1月 18 日定時株
主総会決議ストックオプシ
ョン（自己株式譲渡方式）普
通株式 30,000株、 
及び平成 18 年 1月 26 日定
時株主総会決議ストックオ
プション (新株予約権方
式)96,000株 
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（訂正後） 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成 17年 11月１日 

   至 平成 18年４月 30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成 18年 11月１日 

   至 平成 19年４月 30日）

前連結会計年度 
（自 平成 17年 11月１日 

   至 平成18年10月31日)
1株当たり中間（当期）純利益金
額 

 中間（当期）純利益 
 (千円） 324,320 375,553 572,965

 普通株主に帰属しない金額 
 (千円） 

― ― ―

 普通株式に係る中間 
 (当期）純利益（千円） 324,320 375,553 572,965

 普通株式の期中平均株式数 
 (株） 12,456,135 12,492,943 12,467,978

潜在株式調整後 1 株当たり中間
（当期）純利益金額 

 中間（当期）純利益調整額 
 (千円） 

― ― ―

 普通株式増加数（株） 47,330 39,952 45,115

(うち新株予約権(株)) (47,330) (39,952) (45,115)

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

平成 12 年 1月 18 日定時株
主総会決議ストックオプシ
ョン（自己株式譲渡方式）普
通株式 30,000株 
及び平成 18 年 1月 26 日定
時株主総会決議ストックオ
プション（新株予約権方式）
普通株式 100,000 株 

平成 12 年 1月 18 日定時株
主総会決議ストックオプシ
ョン（自己株式譲渡方式）普
通株式 30,000株、 
平成 18 年 1月 26 日定時株
主総会決議ストックオプシ
ョン（新株予約権方式）普通
株式 94,200株、  
平成 19 年 3月 20 日取締役
会決議ストックオプション
(新株予約権方式)普通株式
30,000株、 
平成 19 年 3月 20 日取締役
会決議ストックオプション
(新株予約権方式)普通株式
69,300株 

平成 12 年 1月 18 日定時株
主総会決議ストックオプシ
ョン（自己株式譲渡方式）普
通株式 30,000株、 
及び平成 18 年 1月 26 日定
時株主総会決議ストックオ
プション (新株予約権方
式)96,000株 

 

                                         以上 


